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１ 人権教育及び人権啓発の推進に関する法律 

 

（平成１２年１２月６日 法律第１４７号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、人権の尊重の緊要性に関する認識の高まり、社会的身分、門地、人種、信条

又は性別による不当な差別の発生等の人権侵害の現状その他人権の擁護に関する内外の情勢にか

んがみ、人権教育及び人権啓発に関する施策の推進について、国、地方公共団体及び国民の責務

を明らかにするとともに、必要な措置を定め、もって人権の擁護に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、人権教育とは、人権尊重の精神の涵養を目的とする教育活動をいい、

人権啓発とは、国民の間に人権尊重の理念を普及させ、及びそれに対する国民の理解を深めるこ

とを目的とする広報その他の啓発活動（人権教育を除く。）をいう。 

（基本理念） 

第三条 国及び地方公共団体が行う人権教育及び人権啓発は、学校、地域、家庭、職域その他の

様々な場を通じて、国民が、その発達段階に応じ、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを

体得することができるよう、多様な機会の提供、効果的な手法の採用、国民の自主性の尊重及び

実施機関の中立性の確保を旨として行われなければならない。 

（国の責務） 

第四条 国は、前条に定める人権教育及び人権啓発の基本理念（以下「基本理念」という。）にの

っとり、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との連携を図りつつ、その地域の実情を踏ま

え、人権教育及び人権啓発に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第六条 国民は、人権尊重の精神の涵養に努めるとともに、人権が尊重される社会の実現に寄与す

るよう努めなければならない。 

（基本計画の策定） 

第七条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権教

育及び人権啓発に関する基本的な計画を策定しなければならない。 

（年次報告） 

第八条 政府は、毎年、国会に、政府が講じた人権教育及び人権啓発に関する施策についての報告

を提出しなければならない。 

（財政上の措置） 

第九条 国は、人権教育及び人権啓発に関する施策を実施する地方公共団体に対し、当該施策に係

る事業の委託その他の方法により、財政上の措置を講ずることができる。 
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附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第八条の規定は、この法律の施行の日の属

する年度の翌年度以後に講じる人権教育及び人権啓発に関する施策について適用する。 

（見直し） 

第二条 この法律は、この法律の施行の日から三年以内に、人権擁護施策推進法（平成八年法律第

百二十号）第三条第二項に基づく人権が侵害された場合における被害者の救済に関する施策の充

実に関する基本的事項についての人権擁護推進審議会の調査審議の結果をも踏まえ、見直しを行

うものとする。 



 

２ 部落差別の解消の推進に関する法律 

 

（平成２８年１２月１６日 法律第１０９号） 

（目的） 

第一条 この法律は、現在もなお部落差別が存在するとともに、情報化の進展に伴って部落差別に

関する状況の変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を保障する日本国

憲法の理念にのっとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下にこれを解消することが

重要な課題であることに鑑み、部落差別の解消に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共

団体の責務を明らかにするとともに、相談体制の充実等について定めることにより、部落差別の

解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての国民が等しく基本的人権を享有するかけがえのな

い個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する必要性に対する国

民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない社会を実現することを旨とし

て、行われなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関する施策を講ずるとともに、地方

公共団体が講ずる部落差別の解消に関する施策を推進するために必要な情報の提供、指導及び助

言を行う責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切な役割分担

を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ、その地域の実情に応じた施策を講ず

るよう努めるものとする。 

（相談体制の充実） 

第四条 国は、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制の充実を図るものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別に関す

る相談に的確に応ずるための体制の充実を図るよう努めるものとする。 

（教育及び啓発） 

第五条 国は、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を行うものとする。 

２ 地方公共団体は、国との適切な役割分担を踏まえて、その地域の実情に応じ、部落差別を解消

するため、必要な教育及び啓発を行うよう努めるものとする。 

（部落差別の実態に係る調査） 

第六条 国は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、地方公共団体の協力を得て、部

落差別の実態に係る調査を行うものとする。 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 



 

３ 福岡県部落差別の解消の推進に関する条例 

 

（平成３１年福岡県条例第６号） 

第一章 部落差別の解消の推進 

（目的） 

第一条 この条例は、現在もなお差別落書きや差別につながる土地の調査などの部落差別が存在す

ること及びインターネットの普及をはじめとした情報化の進展に伴って部落差別に関する状況の

変化が生じていることを踏まえ、全ての国民に基本的人権の享有を保障する日本国憲法及び部落

差別の解消の推進に関する法律（平成二十八年法律第百九号。以下「法」という。）の理念にの

っとり、部落差別は許されないものであるとの認識の下にこれを解消することが重要な課題であ

ることに鑑み、部落差別の解消に関し、基本理念を定め、県の責務を明らかにし、相談体制の充

実、結婚及び就職に際しての部落差別事象の発生の防止等について必要な事項を定めることによ

り、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のない社会を実現することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 部落差別の解消に関する施策は、全ての県民が等しく基本的人権を享有するかけがえのな

い個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する必要性に対する県

民一人一人の理解を深めるよう努めることにより、部落差別のない社会を実現することを旨とし

て、行われなければならない。 

（県の責務） 

第三条 県は、前条の基本理念にのっとり、部落差別の解消に関し、国との適切な役割分担を踏ま

え、国及び市町村との連携を図り、施策を講ずる責務を有する。 

（相談体制の充実） 

第四条 県は、国との適切な役割分担を踏まえ、部落差別に関する相談に的確に応ずるための体制

の充実を図るものとする。 

（教育及び啓発） 

第五条 県は、国との適切な役割分担を踏まえ、部落差別を解消するため、必要な教育及び啓発を

行うものとする。 

（部落差別の実態に係る調査） 

第六条 県は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、法第六条の規定による国が行う

調査に協力するとともに、必要に応じ、部落差別の実態に係る調査を行うものとする。 

（意見の聴取） 

第七条 知事は、部落差別の解消に関する施策の実施に資するため、必要に応じ、学識経験者等を

もって構成する協議会の意見を聴くものとする。 

第二章 結婚及び就職に際しての部落差別事象の発生の防止 

（趣旨） 

第八条 県は、同和地区(歴史的社会的理由により生活環境等の安定向上が阻害されている地域を

いう。以下同じ。)に居住していること又は居住していたことを理由としてなされる結婚及び就

職に際しての差別事象(以下「結婚及び就職に際しての部落差別事象」という。)の発生を防止す

ることにより、部落差別の解消を推進するものとする。 



 

（県の責務） 

第九条 県は、結婚及び就職に際しての部落差別事象の発生を防止し、部落差別の解消を推進する

ため、国及び市町村と協力して必要な教育及び啓発を行う責務を有する。 

（県民及び事業者の責務） 

第十条 県民及び事業者は、結婚及び就職に際しての部落差別事象の発生の防止めについて、自ら

啓発に努めるとともに、県が実施する施策に協力する責務を有する。 

２ 県民及び事業者は、結婚及び就職に際しての同和地区への居住に係る調査(以下「調査」とい

う。)を行い、依頼し、又は受託する行為、調査に関する資料等を提供、教示又は流布する行為

その他の結婚及び就職に際しての部落差別事象の発生につながるおそれのある行為をしてはなら

ない。 

（指導及び助言） 

第十一条 知事は、県民及び事業者に対し、結婚及び就職に際しての部落差別事象の発生を防止す

る上で必要な指導及び助言をすることができる。 

（申出） 

第十二条 調査の対象とされた者又は当該調査の発生を知った者は、その旨を知事へ申し出ること

ができる。 

（勧告等） 

第十三条 知事は、事業者が調査を行い、依頼し、又は受託したと認めるときは、当該事業者に対

し、当該調査を中止すべき旨並びに結婚及び就職に際しての部落差別事象の発生の防止のために

必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。 

２ 知事は、前項の勧告を行うに当たり必要な限度において、事業者に対し、必要な資料の提出又

は説明を求めることができる。 

３ 知事は、事業者が第一項の規定による勧告に従わないとき又は前項の規定により必要な資料の

提出若しくは説明を求めた場合においてこれを拒否したときは、その旨を公表することができ

る。 

４ 知事は、前項の公表をしようとするときは、あらかじめ、当該事業者に対しその旨を通知し、

当該事業者又はその代理人の出席を求め、意見の聴取を行わなければならない。 

第三章 雑則 

（解釈及び運用） 

第十四条 この条例は、基本的人権の尊重の精神に基づいて、これを解釈し、及び運用するように

しなければならない。 

（規則への委任） 

第十五条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



 

４ 宮若市部落差別をはじめあらゆる差別の解消の推進に関する条例 

令和２年３月１９日 

条例第２号 

宮若市あらゆる差別の撤廃と人権擁護に関する条例（平成１８年宮若市条例第１１７号）の全部

を改正する。 

（目的） 

第１条 この条例は、全ての国民に基本的人権の享有を保障し、法の下の平等を定める日本国憲法

及び部落差別の解消の推進に関する法律（平成２８年法律第１０９号）をはじめとする差別の解

消を目的とした法令の理念にのっとり、部落差別をはじめ、障がい者、外国人への差別等あらゆ

る差別（以下「差別」という。）の解消を推進し、もって差別のないまちづくりを実現すること

を目的とする。 

（市の責務） 

第２条 市は、前条の目的を達成するため、国及び県との適切な役割分担を踏まえ、連携を図り、

必要な施策を積極的に推進するとともに、行政の全ての分野で市民の人権意識の高揚に努めるも

のとする。 

（市民の責務） 

第３条 市民は、相互に基本的人権を尊重し、自らも人権意識の高揚に努めるとともに、差別をな

くすための施策に協力するものとする。 

（相談体制の整備） 

第４条 市は、国及び県との適切な役割分担を踏まえ、差別に関する相談に的確に応じるために必

要な相談体制の整備に努めるものとする。 

（教育及び啓発活動の充実） 

第５条 市は、国及び県との適切な役割分担を踏まえ、差別をなくすために必要な教育及び啓発活

動を行うものとする。 

（推進体制の充実） 

第６条 市は、差別をなくすための施策を効果的に推進するため、国、県及び各種関係団体と連携

を図り、推進体制の充実に努めるものとする。 

（実態調査） 

第７条 市は、差別をなくすための施策の実施に資するため、その実態に係る調査を行うものとす

る。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 



 

５ 計画策定の経過 

 

年 月 会 議 等 内 容 

令和３年 

５月 

事務局会議（31日） 推進体制等に関する協議 

計画策定に係る市長・教育長決裁  

６月 
推進本部結成（8日）  

策定委員推薦依頼（24日） 関係組織代表に推薦依頼（6/24～7/9） 

７月 

学識経験者訪問（9日） 担当者挨拶、打ち合わせ 

事務局会議（15日） 学識経験者提案内容に関する協議 

事務局会議（21日） 学識経験者との打ち合わせ 

事務局会議（28日、30日） 骨子・総論案に関する協議 

８月 

事務局会議（2日、3日、4日、5日、6日） 第1回 推進本部会議の内容に関する協議 

第1回 推進本部会議（4日） 推進体制、骨子・総論・体系表について 

第1回 策定委員会（10日） 委嘱状の交付、骨子・総論案について 

事務局会議（16日、17日、20日） 骨子・総論案の修正について 

策定委員訪問（18日） 今後の対応について 

委員長との打ち合わせ（19日） 各論素案、今後の進め方について 

第1回 幹事会（23日） 

※メールでの書面開催 

各論素案作成依頼 

９月 

事務局会議（8日、13日） 各論素案に関する協議 

第2回 幹事会（14日） 

※メールでの書面開催 

各論素案確認依頼 

第2回 推進本部会議（17日） 

※メールでの書面開催 

各論案確認依頼及び経過報告 

委員長との打ち合わせ（20日） 各論案、次回会議の進め方について 

策定委員訪問、会議資料配布（21日） 各論案、次回の進め方について 

１０月 

第2回 策定委員会（1日） 各論について（班別協議） 

事務局会議（1日） 策定委員会の意見反映に関する協議 

第3回 幹事会（6日） 

※メールでの書面開催 

第4回 幹事会（28日） 

※メールでの書面開催 

各論修正依頼 

 

修正案確認依頼 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

年 月 会 議 等 内 容 

令和３年 

１１月 

委員長との打ち合わせ（1日） 各論案、次回会議の進め方について 

策定委員訪問、会議資料配布（10日） 骨子・総論・各論について 

第3回 策定委員会（12日） 骨子・総論・各論、パブコメについて 

事務局会議（22日） 策定委員会の意見反映に関する協議 

第3回 推進本部会議（22日） 

※メールでの書面開催 

第5回 幹事会（22日） 

※メールでの書面開催 

原案確認依頼、パブコメについて 

 

経過報告、前回計画との変更点の確認 

 

教育民生委員会（26日） 計画案概要、パブコメ実施の報告 

１２月 

パブリックコメントの事前周知（1日～） 市ホームページ、市広報12月号掲載 

パブリックコメント開始（6日） 案の公表及び意見の募集（12/6～1/5） 

事務局会議（15日） 巻末資料、今後のスケジュールについて 

令和４年 

１月 

パブリックコメント終了（5日）  

事務局会議（5日） 第4回 推進本部会議の内容に関する協議 

第4回 推進本部会議（6日） パブコメについて、基本計画の承認 

第4回 策定委員会 

※書面開催 

パブコメの結果等について報告 

計画策定に係る市長・教育長決裁  

２月 

定例 教育委員会会議（1日） 計画の策定について報告 

宮若市議会 定例会（4日） 計画の策定について市長報告 

教育民生委員会（8日） 計画の策定について報告 

 



 

６ 第２次宮若市人権教育・啓発基本計画策定要領  

 

１．趣旨 

    本市は、平成２４年度から令和３年度までを計画期間とする宮若市人権教育・啓発基本計

画を策定し、総合計画において掲げた「人権尊重社会の構築」のため、各種人権施策を進め

てきた。 

    その宮若市人権教育・啓発基本計画が令和３年度をもって計画期間が終了となることか

ら、現在まで取り組んできた人権教育及び啓発事業等の施策が、人権に関する意識状況や、

人権課題の解決に対しどのような効果や影響をもたらしているのかを分析し、今後取り組む

べき人権教育・啓発活動をより効果的に推進していくための、共通目標や行動指針を示した

第２次宮若市人権教育・啓発基本計画を策定する。 

 

２．人権教育・啓発推進本部体制及び計画策定体制 

（１）人権教育・啓発基本計画策定委員会 

   策定委員は、学識経験者、社会教育委員、関係団体の代表者から宮若市・宮若市教育委員会

が委嘱。本市の人権教育・啓発行政の指針となる基本計画に関する調査・研究を行うととも

に、推進本部から示された案を基に基本計画の素案を策定し、推進本部に報告を行う。 

 

（２）宮若市人権教育・啓発推進本部 

   庁内の関係部署による人権教育・啓発推進本部を設置し、人権教育・啓発の推進に係わる総

合的かつ基本的施策の意思決定機関として、基本計画の案を策定する。また、その案を基に

計画策定委員会で策定された素案の内容を精査、協議を行い、その結果を市長に報告する。 

 

（３）幹事会 

   幹事会は、推進本部の補助機関として、人権教育・啓発に関係する部署の係長で組織し、取

組状況及び課題の整理や、基本計画の原案づくりにむけて協議・検討を行う。 

 

３．市民参画 

 （１）市民意識調査の実施 

   ○令和２年度に市民を対象としたアンケート調査を実施し、結果報告書を作成した。 

（調査人数：２,０００人） 

（２）パブリックコメントの実施 

  ○広く市民の意見を取り入れるため、自治基本条例に基づき、基本計画についてパブリック

コメントを実施する。 

 

４．策定スケジュール 

    別紙（省略） 

 

５．その他 

 （１）第２次宮若市総合計画及び各個別計画との整合 

    第２次宮若市人権教育・啓発基本計画は、第２次宮若市総合計画及び各個別計画との整合

を図ることとする。 

 

 （２）「人権教育・啓発に関する基本計画」及び「福岡県人権教育・啓発基本指針（改定）」と

の整合 

    第２次宮若市人権教育・啓発基本計画は、「人権教育・啓発に関する基本計画」（法務

省）及び「福岡県人権教育・啓発基本指針（改定）」を参照し、整合を図ることとする。  

 

（３）庶務 

    人権教育・啓発基本計画策定にかかる庶務は、社会教育課、保護人権課で処理する。 



 

７ 宮若市人権教育・啓発基本計画策定委員 

 
(順不同敬称略) 

所  属  等 氏   名 

学識経験者((公財)福岡県人権啓発情報センター) 委員長 谷 口  研 二 

部落解放同盟鞍手地区協議会 副委員長 篠 原  茂 

宮若市地域公民館連絡協議会  石 原  正 博 

みんなですすむ「わらびの会」  市 丸  信 行 

宮若市青少年育成市民会議  入 江  操 

宮若市小中学校校長会  花村 幸次郎 

宮若市更生保護女性会  久 場  伸 子 

宮若市社会教育委員会  毛 利  幸 子 

宮若市自治会長会  小 野  裕 幸 

直方人権擁護委員協議会  塩 川  和 之 

宮若市身体障がい者福祉協会  下 川  厚 子 

宮若市人権・同和教育研究協議会  北 原  光 昭 

直方公共職業安定所  内 田  勲 

宮若市老人クラブ連合会  金 川  学 

 

 

事務局 

保護人権課 人権福祉係        社会教育課 社会教育・文化推進係 

 

 

 



 

８ 宮若市人権教育・啓発推進本部 

 

■宮若市人権教育・啓発推進本部要綱 

平成２２年５月３１日 

教育委員会告示第１１号 

 (設置) 

第１条 宮若市における人権教育・啓発に関する施策を総合的に企画・調整し、その効果的な推進を

図るため、宮若市人権教育・啓発推進本部(以下「推進本部」という。)を設置する。 

 (所掌事務) 

第２条 推進本部は、次の事項を所掌するものとする。 

(１) 人権教育・啓発に関する基本計画の策定に関すること。 

(２) 人権教育・啓発の総合的かつ効果的な推進に関すること。 

(３) 人権教育・啓発に関する関係課との連絡調整に関すること。 

(４) その他人権教育・啓発の推進について必要な事項に関すること。 

 (組織) 

第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長には副市長を、副本部長には教育長をもって充てる。 

３ 本部員は、教育長の指定する職にある職員をもって充てる。 

 (推進本部の運営) 

第４条 本部長は、推進本部を代表し、推進本部を総括する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理す

る。 

 (会議) 

第５条 推進本部の会議は、本部長が必要に応じて招集し、その議長となる。 

２ 本部長は、必要に応じて本部員以外の者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。 

 (幹事) 

第６条 推進本部の事務を補佐するとともに、各部署の総合調整を行うため、幹事を置く。 

２ 幹事は、本部員の属する部署の職員のうちから本部長が指定した職員をもって充てる。 

３ 幹事会は、市長部局又は教育委員会の人権教育・啓発に関する事務の担当課長が必要に応じて

招集し、その議長となる。 

 (庶務) 

第７条 推進本部の庶務は、市長部局又は教育委員会の人権教育・啓発に関する事務の担当課にお

いて処理する。 

 (その他) 

第８条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

 

 



 

 

■宮若市人権教育・啓発推進本部の構成 

 

宮若市人権教育・啓発推進本部 宮若市人権教育・啓発推進本部幹事会 

本部長 副市長 
 

総務課長補佐 

副本部長 教育長  健康福祉課長補佐 

 
総務課長  土木建設課長補佐 

 秘書政策課長  学校教育課長補佐 

 まちづくり推進課長  教育総務課長補佐 

本 

 

部 

 

員 

子育て福祉課長 幹 

 

 

 

事 

秘書政策課政策推進係長 

健康福祉課長 まちづくり推進課地域振興係長 

産業観光課長 子育て福祉課子育て支援係長 

 土木建設課長  子育て福祉課障がい者福祉係長 

 教育総務課長  産業観光課商工振興係長 

 学校教育課長  学校教育課学校教育係長 

   社会教育課公民館・スポーツ振興係長 

    

事務局 保護人権課人権福祉係  社会教育課社会教育・文化推進係 

 



 

９ 用 語 解 説 

 
本文中、※で示した語句について解説しています。 

 

 

ア 行 
○アウティング 

第三者が当人の意向を無視して勝手に秘密を暴露すること。とりわけ、当人は公にしていない

「性的マイノリティである」ということを、勝手に言いふらすこと。「（性的指向などの）これまで

秘密にしていたことを公にする」という点では、「カミングアウト」と似ていますが、「カミングア

ウト」はもっぱら本人による告白を意味することに対し、「アウティング」は第三者が本人の了解

を得ずに言いふらすことを指す点に決定的な違いがあります。 

 

○インターネットサービスプロバイダ 

インターネットへの接続を提供する事業者のこと。プロバイダやＩＳＰなどと略して呼ばれる

ことが多く、日本では電気通信事業者の一つとして位置付けられています。 

 

○ＨＩＶ感染者 

ＨＩＶ（ヒト免疫不全ウイルス）に感染していることが確認されているが、エイズ（後天性免疫

免疫不全症候群）を発症していない状態の人のことをいいます。ＨＩＶによって引き起こされる

免疫不全症候群のことを特にエイズと呼んでいます。 

 

○ＳＮＳ 

ＳＮＳは、ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略で、趣味などを同じくする個人同士の

コミュニティーやネットワークの構築を支援する、インターネットを利用したサービスのことで

す。参加するユーザー（利用者）が互いに自分の趣味や好み、日々のこと、社会生活のことなどを

公開することを通じて幅広いコミュニケーションを取り合うことを目的としたコミュニティー型

のＷｅｂサイトで、パソコンだけでなく、スマートフォンなどインターネットに接続できる様々

な機器で、いつでも、様々な場所で利用でき、利用者間のコミュニケーションを容易にしていま

す。 

 

○ＳＤＧｓ（エス・ディー・ジーズ：持続可能な開発目標） 

ＳＤＧｓ（ＳＤＧｓ：Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標）とは、途上国の

開発目標を定めたミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：ＭＤＧｓ）の後継とし

て、２０１５年９月の国連サミットにおいて全会一致で採択された「持続可能な開発のための２

０３０アジェンダ」に記載された、２０３０年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標

です。１７のゴール（最終目標）と１６９のターゲット（具体目標）から構成され、地球上の「誰

一人取り残さない」ことを誓っています。ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）とは異なり、先進国を

含む全ての国に適用される普遍性が最大の特徴です。 

 



 

＊１７のゴール 

1. 貧困の撲滅 

2. 飢餓撲滅、食料安全保障 

3. 健康・福祉 

4. 万人への質の高い教育、生涯学習 

5. ジェンダー平等 

6. 水・衛生の利用可能性 

7. エネルギーへのアクセス 

8. 包摂的で持続可能な経済成長、雇用 

9. 強靭なインフラ、工業化・イノベーション 

10. 国内と国家間の不平等の是正 

11. 持続可能な都市 

12. 持続可能な消費と生産 

13. 気候変動への対処 

14. 海洋と海洋資源の保全・持続可能な利用 

15. 陸域生態系、森林管理、砂漠化への対処、生物多様性 

16. 平和で包摂的な社会の促進 

17. 実施手段の強化と持続可能な開発のためのグローバル・パートナーシップの活性化 

 

カ 行 

○基礎的環境整備 

合理的配慮の基礎となる環境整備のことです。例えば、図書館においては点字図書や音声案内、

多目的トイレ、そして人的な支援などもあげられます。合理的配慮は、このような基礎的環境整

備をいかして、個々のニーズに合わせて行われます。 

 

○グローバル・シチズンシップ 

まず、「グローバル」は、地球全体の、世界的な、全体的な、包括的なという意味を持ち、続く

「シチズンシップ」は、市民権を意味する単語です。グローバル・シチズンシップとは、「地球市

民」と訳され、自分のアイデンティティが地理や政治的境界を超え、責任や権利がより広いクラ

スである「人類」のメンバーシップから派生するという考えです。一部の人々にすべての決定を

委ねるのではなく、多様性の中で様々な社会・文化を生きる人とともに自らの意思で積極的に社

会に参画しよう、私たちの地球の未来を創ろうという考えであるといえます。 

 

○ゲストティーチャー 

ゲストティーチャーとは、学校の授業などに招かれた一般市民の指導者のことをいいます。様々

な知識や経験を持つ人が語る言葉は、「生きた情報」「本物の体験」として受けとめられ、学びを深

めるのに役立ちます。 

 

 

 



 

○合理的配慮 

障がいのある人から、社会的障壁を取り除くために何らかの対応を必要としているとの意思が

示された場合に、障がいのない人と同等の機会や待遇が確保され、又は同等の権利を行使できる

よう、障がいのある人の状態やニーズ、その時の場面や状況に応じて行う必要かつ適切な現状の

変更又は調整のことです。例えば、意思の疎通を図るためにタブレット端末や写真カード、筆談、

読み上げなどを用いる、会場などで障がいの特性に応じた席の位置取りを行う、段差がある場合

に補助する、高い所にある商品を取って渡すなど、個々のニーズや場面によって配慮の内容は様々

です。 

 

○子育てサロン 

宮若市が運営している子育てサロンは１か所で、福岡県立鞍手竜徳高等学校の施設を利用して、

妊婦さんや未就園児までのお子さんとその家族を対象に、開設日に遊びの場や交流の場を設けて

います。この子育てサロンでは、学校の授業の一環で、生徒が子育てサロンに参加して交流して

いるのが特徴です。赤ちゃんや子どもと触れ合うことで、学生が妊婦さんや小さなお子さん連れ

の方に対する配慮や育児に対する理解を深められるという側面もあります。 

 

○子育て支援センター 

子育て支援センターは宮若市内に３か所あり、地域の子育て支援の拠点となる次のような活動

を実施しています。 

・地域における子育て中の親子の交流の場の提供。 

・子育てに関する相談や一時預かり保育などの支援。 

・子育てに関する講演会や親子ふれあいイベントの開催。 

 

サ 行 

○ジェンダー 

ジェンダーとは、社会的・文化的な役割としての「男女の性」を意味します。人間社会における

心理的・文化的な性別、社会的な役割としての男女のあり方、「男らしさ」「女はこうあるべき」と

いった通念を意味する言葉。しばしば、身体的特徴としての性別と対比されます。 

 

○ジェンダー表現 

ジェンダー表現は、容姿、しぐさ、言葉づかい、行動をはじめとするアイデンティティの外的な

表現のうち、社会においてジェンダーと結びつけられているものを指し、特に「女らしさ」や「男

らしさ」に関連した表現を指します。 

 

○ジェンダー平等 

ジェンダー平等とは、一人ひとりの人間が、性別にかかわらず、平等に責任や権利や機会を分

かちあい、あらゆる物事を一緒に決めることができることを意味しています。男性と女性は、身

体のつくりは違いますが、平等です。しかし、今の社会では、男性に向いている役割や責任、女性

に向いている役割や責任など、個人の希望や能力ではなく「性別」によって生き方や働き方の選

択肢や機会が決められてしまうことがあります。そこで、一人ひとりの人権を尊重しつつ責任を

分かち合い、性別に関わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる社会を創るため



 

の取組が行われています。同時に、「女の子だから」「女性だから」という理由で直面する障壁を取

り除き、自分の人生を自分で決めながら生きるための力を身につける取組（エンパワーメント）

も行われています。「ジェンダーの平等と女性のエンパワ－メント」は、ＳＤＧｓの重要なテーマ

で、また、日本では「男女共同参画社会基本法」で２１世紀の最重要課題と位置付けられていま

す。 

 

○持続可能な開発のための２０３０アジェンダ 

誰一人取り残さない、多様性と包摂性のある持続可能な社会の実現のため、２０１５年から２

０３０年までの長期的な指針として、２０１５年９月の国連サミットにおいて全会一致で採択さ

れた文書で、序文、政治宣言、持続可能な開発目標、実施手段、フォローアップ・レビューで構成

されています。この文書の中核を成す「持続可能な開発目標」をＳＤＧｓと呼んでいます。 

 

○情報モラル 

人が情報を扱う上で求められる道徳のことで、特に情報機器や通信ネットワークを通じて社会

や他者と情報をやり取りするにあたり、危険を回避し、責任ある行動ができるようになるために

身に付けるべき基本的な態度や考え方のことです。 

 

○スクールカウンセラー 

学校内において児童や生徒、その保護者に対して、臨床心理に関する専門知識をいかしながら

サポートしていく専門家。様々な心の問題を抱える人たちを、専門的な知識や技法を使って支援

する役割を担っています。近年のいじめの深刻化や不登校児童生徒の増加などを背景として、相

談体制やカウンセリング機能の充実を図るため、学校への配置や派遣が進められています。 

 

○性的指向（Sexual Orientation）」・性自認（Gender Identity） 

性的指向とは、人の恋愛・性愛がどういう対象に向かうのかを示す概念をいいます。具体的に

は、恋愛・性愛の対象が異性に向かう異性愛（ヘテロセクシュアル）、同性に向かう同性愛（ホモ

セクシュアル）、男女両方に向かう両性愛（バイセクシュアル）を指します。 

性自認とは、自分の性をどのように認識しているのか、どのような性のアイデンティティ（性

同一性）を自分の感覚として持っているかを示す概念です。「こころの性」と呼ばれることもあり

ます。多くの人は、性自認（こころの性）と生物学的な性（からだの性）が一致していますが、こ

の両者が一致しないために違和感を覚える人もいます（性同一性障害）。 

 

○成年後見制度 

認知症の人、知的障がいのある人及び精神障がいのある人などを保護するため、家庭裁判所の

審判に基づき成年後見人、保佐人、補助人などから援助を受ける制度。 

 

○セクシュアル・ハラスメント 

性差別の具体的な現れとして、職場や学校などで起きる性的な嫌がらせのこと。セクハラと略

称されます。相手の意に反した性的な性質の言動であり、身体への不必要な接触・性関係の強要・

性的な噂の流布・衆目に触れる場所でのわいせつな写真の掲示などのほか、相手が不快と感じる、



 

相手の容姿に関する発言等も含みます。本人は褒めているつもりや心配しているつもりの声掛け

（例えば「可愛いね」「色っぽいね」「まだ結婚しないの」「彼氏はいるの」など）も、相手が不快

に感じればセクハラに当たります。男性から女性に対してだけではなく、女性から男性へも、同

性間でもセクハラはあります。 

 

タ 行 

○ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

ＤＶはドメスティック・バイオレンスの略称で、配偶者（事実婚を含む）や配偶者であった者、

また生活の本拠を共にする交際相手からの暴力に加え、生活の本拠を共にしない交際相手からの

暴力です。一般的には夫婦や恋人など親密な間柄にあるパートナー間においての身体的・精神的・

性的な暴力を指します。被害者は女性に限りません。 

 

ナ 行 

○ノーマライゼーション 

ノーマライゼーションは、「標準化」「正常化」という意味を持ち、それまで特別に行われていた

ものを一般化していくという考え方を示します。社会福祉の分野において、障がいの有無や年齢

などによって区別や特別視されることなく、すべての人が自分の意志で社会に参画できる状況や

意識を当然のものとして、生活や権利の保障されたバリアフリーな環境や社会にしていこうとす

る考え方のことです。 

 

ハ 行 

○ハラスメント 

ハラスメントとは「嫌がらせ」や「いじめ」などと同等の行為です。広義には「人権侵害」を意

味し、言動などによって相手に不快感や不利益を与え、その人の尊厳を傷つけることをいいます。

与えるダメージが身体的なものでも精神的なものでもハラスメントに当たります。 

 

○バリアフリー 

障がいのある人が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去すること又は除去

した状態という意味で、もともと住宅建築用語で使われ始め、公共の建物や道路、個人の住宅等

において、高齢者や障がいのある人等の利用に配慮し、段差等の物理的な障壁の除去をいうこと

が多いですが、より広義に、障がいのある人の社会参加を困難にしている社会的、制度的、心理的

なすべての障壁（バリア）の除去という意味でも用いられます。 

 

○パワーハラスメント 

同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務の

適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為のこと。「パワ

ハラ」と略称されます。 

 

○フィルタリング 

インターネットで一般的なフィルタリングとは、「閲覧できないようにする」「不要な情報を遮



 

断する」など、何らかの意図をもって、一定条件に基づいて情報を分類・制限することです。特

に、未成年にふさわしくない有害な内容を含むウェブサイトにアクセスできないようにすること

を指します。 

 

○不当な差別的取り扱い 

正当な理由なく、障害を理由として、サービス等の提供を拒否する又は提供に当たって場所・

時間帯などを制限する、条件を付するなどすることを指します。例えば、障害を理由に、必要がな

いにもかかわらず介助者の同行を求めるなどの条件を付けたり、支障がないにもかかわらず介助

者の同行を拒んだりすることは不当な差別的取扱いに当たります。 

 

○ヘイトスピーチ 

特定の国の出身者であること又はその子孫であることのみを理由に、社会から追い出そうとし

たり危害を加えようとしたりするなどの一方的な内容の言動が、一般に「ヘイトスピーチ」と呼

ばれています。例えば、特定の民族や国籍の人々を、合理的な理由なく一律に排除・排斥すること

をあおり立てるものや、特定の民族や国籍に属する人々に対して危害を加えるとするもの、特定

の国や地域の出身である人を著しく見下すような内容のものなどがあります。 

 

マ 行 

○マタニティ・ハラスメント 

会社で働く女性の妊娠や出産を理由とした解雇や雇い止め、嫌悪感を与える言動などで不利益

や精神的・肉体的な苦痛を与えることをいいます。「マタハラ」と略称されます。「セクハラ」「パ

ワハラ」に並ぶ、働く女性を悩ませる３大ハラスメントの一つといわれています。 

 

○宮若市人権子ども会 

年度当初に市内全域の小中学校に通う児童生徒を対象に会員の募集を行い、地域・保護者・学

校・隣保館・行政が連携して人権学習や体験学習、学力補充の学習活動などを隣保館に集まって

行っています。 

 

○メディア・リテラシー 

情報を識別・評価する能力、情報を処理する能力のことで、情報が流通する媒体を使いこなす

能力のことです。 

 

○メンタルヘルスケア 

メンタルヘルスは精神の健康のことで、精神（こころ）の状態が及ぼす体への影響や、職場や仕

事、身体との関連性を考慮して精神（こころ）の状態を維持し、管理することです。 

 

○モニタリング 

監視すること。観察し、記録すること。インターネット上では膨大な量の情報が溢れ、様々な

書き込みがなされていることから、その中に偏見や差別を助長するような表現や誹謗中傷などが

流布されていないか定期的にチェックすること。不適切な内容を発見した場合は、県や人権擁護



 

機関等と連携してプロバイダ等に対し削除要請などの対応を取ることとしています。 

 

ヤ 行 

○ユニバーサルデザイン 

年齢や障がいの有無、性別等にかかわらず、「全ての人のためのデザイン」として、できるだけ

多くの人が快適に利用できるように配慮された設計や様式などのことです。バリアフリーは、障

がい等によりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であるのに対し、ユニバーサル

デザインは、あらかじめ、多様な人々が利用しやすいよう生活環境をデザインする考え方です。 

 

ラ 行 
○リベンジポルノ 

別れた配偶者や恋人に対する嫌がらせ行為の一種。親密であったときに撮影又は相手からもら

うなどして所持していた相手の下着姿や裸などのプライベートな写真や動画を、インターネット

上に公開すること。報復や仕返しを意味するリベンジと、ポルノグラフィーを組み合わせた造語。

配偶者や恋人と別れた後に一方的な怒りや恨みを抱き、根拠のない雑言を触れ回ることや、相手

の名誉を傷つける嫌がらせをするなどの問題行為は以前からありましたが、インターネットやス

マートフォンの普及した今日では、ＳＮＳなどに不特定多数の人が閲覧できる状態で画像や動画

が投稿された場合に、流出を止めることも拡散してしまったデータを完全に抹消することも難し

いため、問題はいっそう深刻化しています。 

 

○隣保館 

地域の福祉向上や人権啓発を推進し、住民交流の拠点となるコミュニティーセンターとして市

町村が設置し運営する施設。生活上の各種相談や人権問題のための各種事業を行っています。宮

若市内には４館あり、サークル活動や会議、学習、研修等の会場として貸館事業も行っています。 

 

ワ 行 

○ワーク・ライフ・バランス 

仕事と生活の調和のことです。国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上

の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の

各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会を目指すものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

10  人権に関する国内外の主な動き(年表) 

  世 界 （国 連）  日 本  

１９４５年  

（昭和２０年）  

○「国際連合」設立       

１９４６年  

（昭和２１年）  

○「国連人権委員会」の設置 ○「日本国憲法」公布  

１９４７年  

（昭和２２年）  

   

  ○「教育基本法」制定  

○「学校教育法」制定  

○「労働基準法」制定  

○「児童福祉法」制定  

１９４８年  

（昭和２３年）  

○「世界人権宣言」採択    

１９４９年  

（昭和２４年）  

○「人身売買及び他人の売春からの

搾取の禁止に関する条約」採択  

○「身体障害者福祉法」制定  

○「人権擁護委員法」制定  

１９５０年  

（昭和２５年）  

  ○「生活保護法」施行  

１９５１年  

（昭和２６年）  

  ○「児童憲章」制定  

１９５３年  

（昭和２８年）  

○「婦人の参政権に関する条約」採

択  

  

１９５５年  

（昭和３０年）  

  ○「婦人の参政権に関する条約」批准  

１９５６年  

（昭和３１年）  

  ○「国際連合」加盟  

１９５８年  

（昭和３３年）  

  ○「人身売買及び他人の売春からの搾取

の禁止に関する条約」批准  

１９５９年  

（昭和３４年）  

○「児童の権利に関する宣言」採択   

  

１９６０年  

（昭和３５年）  

  ○「知的障害者福祉法」制定  

○「障害者の雇用の促進等に関する法律」

（障害者雇用促進法）制定  

○「同和対策審議会設置法」制定  

 

 



 

 

 世 界 （国 連）  日 本  

１９６３年  

（昭和３８年）  

  ○「老人福祉法」制定  

１９６４年  

（昭和３９年）  

  ○「母子及び父子並びに寡婦福祉法」制定 

１９６５年  

（昭和４０年）  

○「あらゆる形態の人種差別撤廃に

関する国際条約」（人種差別撤廃条

約）採択  

○「同和対策審議会答申」  

（同和問題に関する社会的及び経済的

諸問題を解決するための基本方針）  

１９６６年  

（昭和４１年）  

○「経済的、社会的及び文化 

的権利に関する国際規約」 

（社会権規約／Ａ規約）、 

「市民的及び政治的権利に関する

国際規約」（自由権規約／Ｂ規約）

採択  

  

１９６９年  

（昭和４４年）  

  ○「同和対策事業特別措置法」（同対法）制

定  

１９７０年  

（昭和４５年）  

  ○「心身障害者対策基本法」制定  

１９７１年  

（昭和４６年）  

  ○「中高年齢者等の雇用の促進に関する特

別措置法」制定  

１９７２年  

（昭和４７年）  

  ○「勤労婦人福祉法」制定  

１９７３年  

（昭和４８年）  

○「アパルトヘイト犯罪の抑圧及び

処罰に関する国際条約」採択  

  

１９７５年  

（昭和５０年）  

○「障害者の権利に関する宣言」採択   

１９７６年  

（昭和５１年）  

○「国連婦人の１０年」開始    

１９７９年  

（昭和５４年）  

○「女子に対するあらゆる形態の差

別の撤廃に関する条約」（女性差別

撤廃条約）採択  

○「経済的、社会的及び文化的権利に関す

る国際規約」（社会権規約／Ａ規約）、「市

民的及び政治的権利に関する国際規約」

（自由権規約／Ｂ規約）批准  

 

 



 

 

 世 界 （国 連）  日 本  

１９８０年  

（昭和５５年）  

  ○「犯罪被害者等給付金の支給等による犯

罪被害者等の支援に関する法律」制定  

１９８２年  

（昭和５７年）  

○「国連障害者の１０年宣言」採択  ○「地域改善対策特別措置法」（地対法）

制定  

○「障害者対策に関する長期行動計画」策

定  

１９８４年  

（昭和５９年）  

○「拷問及び他の残虐な、非人道的又

は品位を傷つける取扱い又は刑罰

に関する条約」採択  

○地域改善対策協議会意見具申「今後にお

ける啓発活動のあり方について」  

１９８５年  

（昭和６０年）  

○「犯罪及び権力濫用の被害者のため

の司法の基本原則宣言」採択  

○「女子に対するあらゆる形態の差別の撤

廃に関する条約」（女子差別撤廃条約）

批准  

○「雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等女子労働者の福祉の

増進に関する法律」（男女雇用機会均等

法）制定（※「勤労婦人福祉法」の改正） 

１９８６年  

（昭和６１年）  

  ○「高年齢者等の雇用の安定等に関する法

律」制定（※「中高年齢者等の雇用の促

進に関する特別措置法」の改正）  

１９８７年  

（昭和６２年）  

  ○「地域改善対策特別事業に係る国の財政

上の特別措置に関する法律」（地対財特

法）制定  

１９８９年  

（平成元年）  

○「児童の権利に関する条約」 

（子どもの権利条約）採択  

○「高齢者保健福祉推進１０ヶ年戦略」（ゴ

ールドプラン）策定  

○「後天性免疫不全症候群の予防に関する

法律」（エイズ予防法）制定  

１９９１年  

（平成３年）  

○「高齢者のための国連原則」採択    

１９９３年  

（平成５年）  

○国連人権高等弁務官の新設  ○「障害者基本法」制定（※「心身障害者

対策基本法」の改正）  

１９９４年  

（平成６年）  

○「人権教育のための国連１０年宣

言」採択  

○「児童の権利に関する条約」（子どもの

権利条約）批准  

○「新高齢者保健福祉推進１０ヶ年戦

略」（新ゴールドプラン）策定  



 

 

 世 界 （国 連）  日 本  

１９９５年  

（平成７年）  

○「人権教育のための国連１０年」

開始  

○「あらゆる形態の人種差別撤廃に関する

国際条約」（人種差別撤廃条約）批准  

○「高齢社会対策基本法」制定  

○「障害者プラン」策定  

１９９６年  

（平成８年）  

  ○「人権擁護施策推進法」制定  

○「らい予防法の廃止に関する法律」制定 

○「同和問題の早期解決に向けた今後の方

策の基本的なあり方について」地域改善

対策協議会意見具申  

１９９７年  

（平成９年）  

  ○「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統

等に関する知識の普及及び啓発に関す

る法律」（アイヌ文化振興法）制定  

○「『人権教育のための国連１０年』に関す

る国内行動計画」策定  

○「雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等女性労働者の福祉の

増進に関する法律」制定（※「雇用の分

野における男女の均等な機会及び待遇

の確保等女子労働者の福祉の増進に関

する法律」の改正）  

１９９８年  

（平成１０年）  

  ○「感染症の予防及び感染症の患者 

に対する医療に関する法律」制定  

１９９９年  

（平成１１年）  

  ○「男女共同参画社会基本法」制定  

○「雇用の分野における男女の均等な機会

及び待遇の確保等に関する法律」制定

（※「雇用の分野における男女の均等な

機会及び待遇の確保等女性労働者の福

祉の増進に関する法律」の改正）  

○「児童買春、児童ポルノに係る行為等の

処罰及び児童の保護等に関する法律」

（児童買春・児童ポルノ禁止法）制定  

○「不正アクセス行為の禁止等に関する法

律」制定  

 

 

 



 

 

 世 界 （国 連）  日 本  

２０００年  

（平成１２年）  

  ○「犯罪被害者の権利利益の保護を図るた

めの刑事手続きに付随する措置に関する

法律」（犯罪被害者保護法）制定  

○「児童虐待の防止等に関する法律」 

（児童虐待防止法）制定  

○「ストーカー行為等の規制等に関する法

律」（ストーカー規制法）制定  

○「人権教育及び人権啓発の推進に関する

法律」（人権教育・啓発推進法）制定  

○「男女共同参画基本計画」策定  

２００１年  

（平成１３年）  

  ○「ハンセン病療養所入所者等に対する補

償金の支給等に関する法律」制定  

○「配偶者からの暴力防止及び被害者の保

護等に関する法律」（ＤＶ防止法）制定  

○「高齢者の居住の安定確保等に関する法

律」制定  

○「特定電気通信役務提供者の損害賠償責

任の制限及び発信者の情報の開示に関す

る法律」（プロバイダ責任制限法）制定  

２００２年  

（平成１４年）  

  ○「人権教育・啓発に関する基本計画」策定 

○「新子どもプラン」策定  

○「障害者基本計画」策定  

○「ホームレスの自立の支援等に関する特

別措置法」制定  

○「北朝鮮によって拉致された被害者等の

支援に関する法律」制定  

２００３年  

（平成１５年）  

  ○「個人情報の保護に関する法律」制定  

○「インターネット異性紹介事業を利用し

て児童を誘引する行為の規制等に関する

法律」（出会い系サイト規制法）制定  

○「性同一性障害の性別の取扱いの特例に

関する法律」制定  

 

 

 



 

 

 世 界 （国 連）  日 本  

２００４年  

（平成１６年）  

○「人権教育のための世界計画」採択 ○「人権教育の指導方法等の在り方につい

て」第一次とりまとめ  

○「発達障害者支援法」制定  

○「犯罪被害者等基本法」制定  

２００５年  

（平成１７年）  

  ○「障害者自立支援法」制定  

○「高齢者虐待の防止、高齢者養護 

者に対する支援等に関する法律」 

（高齢者虐待防止法）制定  

○「犯罪被害者等基本計画」策定  

２００６年  

（平成１８年）  

○「人権理事会」設立決議を採択  

○「障害者の権利に関する条約」採択 

○「人権教育の指導方法等の在り方につい

て」第二次とりまとめ  

○「拉致問題その他北朝鮮当局による人権

侵害問題への対処に関する法律」制定  

○「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律」（バリアフリー法）制

定  

○「自殺対策基本法」制定  

２００７年  

（平成１９年）  

○「先住民族の権利に関する国連宣

言」採択  

○「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の

供給の促進に関する法律」制定  

２００８年  

（平成２０年）  

○国連人権理事会における「ハンセ

ン病差別撤廃決議」採択  

○「人権教育の指導方法等の在り方につい

て」第三次とりまとめ  

○「アイヌ民族を先住民とすることを求め

る決議」衆参両院採択  

○「ハンセン病問題の解決の促進に関する

法律」制定  

○「青少年が安全に安心してインターネッ

トを利用できる環境の整備等に関する

法律」（青少年インターネット環境整備

法）制定  

２００９年  

（平成２１年）  

  
○「子ども・若者育成支援推進法」制定  

２０１０年  

（平成２２年）  

○国連総会における「ハンセン病差

別撤廃決議」採択  

  

 

 

 



 

 

 世 界 （国 連）  日 本  

２０１１年  

（平成２３年）  

○「ジェンダー平等と女性のエンパ

ワーメントのための国連機関」設

置  

○「人権教育及び研修に関する国連

宣言」採択  

○「人権教育・啓発に関する基本計画」一部

変更  

○「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対

する支援等に関する法律」（障害者虐待防

止法）制定  

２０１２年  

（平成２４年）  

  ○「障害者の日常生活及び社会生活 

を総合的に支援するための法律」 

（障害者総合支援法）制定（※「障害者自

立支援法」の改正）  

２０１３年  

（平成２５年）  

  ○「生活困窮者自立支援法」制定  

○「いじめ防止対策推進法」制定  

○「子どもの貧困対策の推進に関する法律」

制定  

○「障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律」（障害者差別解消法）制定  

２０１４年  

（平成２６年）  

  ○「障害者の権利に関する条約」批准  

○「私事性的画像記録の提供等による被害

の防止に関する法律」（リベンジポルノ防

止法）制定  

２０１５年  

（平成２７年）  

  ○「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律」（女性活躍推進法）制定  

○「子ども・子育て支援新制度」開始  

２０１６年  

（平成２８年）  

  ○「本邦外出身者に対する不当な差別的言

動の解消に向けた取組の推進に関する法

律」（ヘイトスピーチ解消法）制定  

○「部落差別の解消の推進に関する法律」制

定  

２０１９年  

（令和元年）  

  〇「アイヌ民族の誇りが尊重される 

社会を施策の推進に関する法律」 

（アイヌ新法）制定  

２０２０年  

（令和２年）  

  〇「改正労働施策総合推進法」（パワハラ防

止法）制定  

 

 

 

 



 

11 「宮若市人権に関する市民意識調査」 

 

問 1 基本的人権は憲法で保障されていることを知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 2 今までに自分の人権が侵害されたと思ったことがありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 3 問 2 で『ある』と答えた方。それはどのような場合ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.5%
29.0%

26.2%
20.7%

14.5%
14.5%

13.1%
9.7%
9.7%

8.3%
6.9%
6.9%
6.2%
5.5%
4.8%

1.4%
0.0%

6.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

あらぬうわさ、悪口、かげ口
名誉や信用を傷つけられた、侮辱を受けた

職場での不当な待遇
学校でのいじめ

暴力、強迫、強要を受けた
差別待遇

プライバシーの侵害
セクハラ

なんとなく
職業や学歴で差別的な扱い

公的機関に不当な取り扱いをされた
地域で仲間はずれ

ストーカー・つきまとい
悪臭・騒音の公害

犯罪や不法行為のぬれぎぬ
答えたくない

福祉施設での不当な扱い
その他

88.0%

11.6% 0.3%

１．知っている

２．知らない

３．未回答

24.1 

56.1 

19.3 

0.5 

１．ある

２．ない

３．わからない

４．未回答



 

問 4 さまざまな人権問題について、関心のあるものはどれですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 5 以下の法律や条例についてどの程度知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.0 

29.4 

37.0 

24.4 

2.2 

１ 部落差別解消推進法

よく知っている

少し知っている

あまり知らない

全く知らない

未回答

3.3 

26.6 

34.2 

33.2 

2.7 

２ ヘイトスピーチ解消法

よく知っている

少し知っている

あまり知らない

全く知らない

未回答

7.0 

25.6 

41.2 

24.1 
2.2 

３ 障害者差別解消法

よく知っている

少し知っている

あまり知らない

全く知らない

未回答

4.3 

18.8 

39.9 

34.6 

2.5 

４ 福岡県部落差別解消推進条例

よく知っている

少し知っている

あまり知らない

全く知らない

未回答

46.8%

45.5%

37.4%

35.2%

30.2%

23.8%

17.6%

14.0%

9.8%

9.6%

2.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

インターネットによる人権侵害

障がいのある人

子ども

高齢者

女性

同和問題

犯罪被害者やその家族

外国人

性的少数者

HIV感染者・ハンセン病患者

その他



 

問 6 同和問題について、初めて知ったきっかけは何からですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 7 同和問題に関して、どのような人権問題が起きていると思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

43.2%

23.4%

12.5%

6.8%

6.1%

4.2%

3.5%

3.2%

2.8%

2.5%

1.8%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

学校の先生から

家族から

覚えていない

講演会や研修会など

テレビ・ラジオなどから

近所の人から

学校の友達から

職場の人から

同和問題を知らない

広報紙や冊子など

親戚から

その他

52.5%

35.0%

28.1%

21.3%

20.9%

20.6%

8.0%

1.0%

13.5%

11.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

結婚への反対

差別的な言動

同和地区かどうかを調べられる

就職の際不利な扱いを受けること

インターネット上に差別的書き込み

身元調査

差別的落書き

その他

わからない

特にない



 

問 8 同和問題を解決するために、どのような方策が望ましいと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 9 お子さんの結婚相手が同和地区出身者だと分かった場合どうしますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.9%

23.8%

18.9%

18.9%

18.1%

14.1%

10.5%

9.6%

4.5%

4.3%

3.7%

15.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

そっとしておくほうがよい

市民が自ら学ぶ場を充実させるべき

国や地方自治体が同和行政に

積極的に取り組むべき

差別は法律で処罰するべき

啓発活動に力をいれるべき

同和地区の人々が生活向上に努力すべき

同和地区の人々が一か所に

かたまって住まない

解決することは難しい

方策は必要ない

解放運動に積極的に取り組むべき

その他

わからない

60.1%

16.3%

1.0%

1.0%

2.5%

17.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

子どもの意見を

尊重し、賛成する

親としては反対するが

しかたがない

家族や親戚の反対が

あれば認めない

絶対に認めない

その他

わからない



 

問 10 学校で人権教育を推進することについてどう思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 女性に関して、人権上問題があると思われるのはどのようなことですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

42.0%

26.6%

11.1%

7.8%

10.5% 2.0%

積極的に推進すべき

多少は推進すべき

あまり必要ない

必要ない

わからない

未回答

52.2%

50.2%

42.0%

38.2%

33.7%

21.8%

17.9%

13.6%

9.0%

1.3%

8.8%

7.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

男女の固定的な役割分担意識

職場における男女の待遇の違い

妊娠・出産等で職場で

不当な扱いを受けること

職場におけるセクハラ

家庭内における暴力

伝統行事への参加制限などの慣習

売春・買春の対象としてみられる

アダルトビデオなどが出回っている

女性の水着姿等の広告

その他

特にない

わからない



 

問 12 子どもに関して、人権上問題があると思われるのはどのようなことですか。 

 

 

問 13 高齢者に関して、人権上問題があると思われるのはどのようなことですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.9%

59.5%

56.1%

43.9%

39.2%

26.2%

24.8%

0.7%

5.0%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

いじめ

保護者が子どもを虐待したり育児放棄する

いじめを見て見ぬふりする

インターネット上に悪質な

書き込みや嫌がらせがある

家庭の経済状況によって

子どもの生活や教育に支障がある

学校や就職先の選択について、

大人が子どもの考えを無視する

教師による体罰がある

その他

わからない

特にない

59.6%

36.0%

33.2%

25.1%

21.6%

20.4%

18.8%

18.3%

1.0%

6.1%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

高齢者を狙った悪質商法が多い

経済的な自立が困難なこと

家庭や施設での介護を支援する

制度が整っていない

高齢者をじゃまもの扱いし、つまはじきにする

病院での看護や福祉施設での

介護や福祉サービスが十分でない

高齢者の意見や行動を尊重しない

家庭や地域から孤立している

自分の能力を発揮する機会が少ない

その他

わからない

特にない



 

問 14 障がいのある人に関して、人権上問題があると思われるのはどのようなことです

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15 外国人に関して、人権上問題があると思われるのはどのようなことですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

56.8%

42.9%

41.0%

34.2%

33.7%

33.2%

29.2%

22.6%

14.5%

1.2%

6.3%

6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

周囲の人々の認識が十分でない

仕事に就く機会が少ない

暮らしやすいまちづくりが図られていない

社会復帰や社会参加の体制が十分でない

意見や行動が尊重されないこと

傷つける言葉や差別的言動を受ける

見られたり避けられたりする

住宅への入居が困難なことがある

地域活動等に気軽に参加出来ない

その他

わからない

特にない

47.3%

40.9%

31.9%

23.3%

20.3%

18.9%

12.8%

12.1%

11.1%

0.8%

15.4%

7.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

日常生活に必要な情報が得にくいこと

言葉や習慣の違いを理由に、

社会に受け入れられにくいこと

病院や公共施設等に外国語

による表示が少ないこと

就職、職場で不当な扱いを受けること

インターネット上などで

差別的な書き込みがあること

住宅を容易に借りられないこと

制度面での制約を受けること

見られたり避けられたりすること

結婚問題で周囲が反対すること

その他

わからない

特にない



 

問 16 HIV 感染者やその家族等に関して、人権上問題があると思われるのはどのような

ことですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17 ハンセン病患者等について、人権上問題があると思われるのはどのようなことで

すか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

52.7%

37.7%

34.7%

28.1%

24.6%

20.4%

0.8%

22.1%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

感染者や患者、その家族が

特別な目で見られること

退職や退学に追い込まれること

感染していることを無断で

他人に伝えられること

医療機関から入院を断られること

結婚を断られたり離婚を迫られたりすること

本人に無断でエイズ検査すること

その他

わからない

特にない

56.0%

44.7%

27.9%

27.2%

21.3%

0.5%

21.9%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地域社会での正しい知識と

理解が不十分であること

感染者や患者、その家族が

差別的言動を受けること

ハンセン病療養所以外では

自立した生活を営むことが難しいこと

宿泊施設等の利用を拒否されること

アパート等への入居を拒否されること

その他

わからない

特にない



 

問 18 犯罪被害者等やその家族に関して、人権上問題があると思われるのはどのような

ことですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 19 インターネットに関して、人権上問題があると思われるのはどのようなことです

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

68.3%

59.8%

51.2%

43.4%

41.2%

29.2%

23.6%

0.7%

10.0%

3.2%

0% 20% 40% 60% 80%

他人を傷つける表現を掲載していること

子ども達の間でインターネットやＳＮＳを

利用していじめ問題が起きていること

個人情報の不正な取扱いや横流し、

流出等が発生していること

差別を助長する表現などを掲載していること

出会い系サイトなど犯罪を

誘発する場となっていること

捜査の対象となっている未成年者の

実名や顔写真を掲載していること

ネットポルノが存在していること

その他

わからない

特にない

66.8%

43.7%

43.2%

42.5%

36.7%

34.7%

27.7%

16.6%

0.5%

13.1%

4.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

無責任な噂、特別な

目で見られる

転居しなければなら

ない状況になる

メディアやインターネット上で

配慮に欠ける表現をされる

身近な人から心ない

言葉をかけられる

偏見によって職場等で

不当な扱いを受けること

退職または退学に

追い込まれること

捜査や裁判の過程で

配慮に欠ける対応をされる

捜査や裁判の情報が

望むように入らない

その他

わからない

特にない



 

問 20 性的少数者に関して、人権上問題があると思われるのはどのようなことですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 21 宮若市の行っている教育や啓発活動について、これらを見たり読んだり参加した

りしたことがありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.8%

40.0%

38.4%

28.2%

26.6%

25.6%

13.5%

12.8%

0.0%

22.3%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

性的少数者に対する理解が足りないこと

特別な目で見られること

差別的言動を受けること

異性同士のカップルのための保障や

サービスが受けられないこと

職場や学校で嫌がらせをされること

就職の際や働く際に不利な扱いを受けること

アパートなどへの入居が難しいこと

店舗への入店や施設の利用を拒否されること

その他

わからない

特にない

42.2%

17.1%

7.3%

6.5%

6.3%

5.5%

3.2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

人権啓発カレンダー

人権啓発冊子

７月の人権講演会

街頭啓発

人権問題地域懇談会

１２月の人権講演会

人権相談



 

問 22 『問 21』に関して、啓発冊子やカレンダーは、今後どのような内容にすればよい

と思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 23 『問 21』に関して、講演会や地域懇談会は、今後どのような内容にすればよいと

思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

52.2%

16.3%

15.6%

15.2%

1.1%

9.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

今のまま

考えさせる内容

内容を変化

わかりやすく

その他

わからない

40.7%

34.6%

22.2%

21.0%

7.4%

4.9%

17.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

今のまま

同じ内容にならない

時間場所工夫

やさしい内容

専門の内容

その他

わからない



 

問 24 『問 21』に関して、どのような理由で講演会や地域懇談会に印をつけなかったの

ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 25 人権啓発を推進するために、どのような啓発広報活動などが効果的であると思い

ますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.6%

24.3%

22.4%

20.1%

18.4%

7.5%

5.8%

1.5%

16.9%

8.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

広報

講演会や研修会

疑似体験

交流会

自由な会合

展示会

ワークショップ

その他

わからない

特にない

18.6%

13.6%

10.8%

4.5%

3.2%

1.5%

51.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

知らなかった

関心がない

きっかけがない

日時があわない

他の用事

その他

無回答



 

問 26 人権課題解決に向けて、どのようなことに力を入れていけばよいと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.7%

28.4%

28.2%

23.8%

22.8%

20.8%

15.3%

8.8%

0.8%

11.8%

6.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

人権教育の充実

救済・支援の充実

啓発広報活動の推進

犯罪の取り締まり強化

行政と民間団体の連携

相談機関・施設の充実

情報収集・提供の充実

人員の充実

その他

わからない

特にない
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